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しかしながら、前述のとおり、神戸市のまちづくり組

織の成立背景や目的はそれぞれ異なり、さらには経年の

中で活動内容等も変化がみられる。本論では、神戸市の

種々のまちづくり組織の活動内容・運営状況等の分析に

よって、まちづくり活動を持続させるための組織の種類

ごとの特性を提示し、エリアマネジメント組織移行への

可能性を探ることを目的とする。 
１－２．エリアマネジメント組織の要件 

 近年多くのエリアマネジメントに関する研究が蓄積さ

れているが 6）7）8）、本研究では、エリアマネジメントの

定義として、神戸市の市民まちづくり事例をふまえ、「地

域組織等が連携を図り、地域の物質的な環境や社会的な

環境をよりよく維持・向上し、地域のすべての構成員に

資するために、一定の地域力を背景に、協治の立場から、

総合的、自律的な地域運営を持続的に実現する力または

その状態」とする 9)10)。本定義をふまえ、エリアマネジ

メントに取り組む組織に求められる要件として、「(1)組
織の仕組みとして主体性、透明性の確保」、「(2)幅広い人

材」、「(3)総合的な活動テーマや活動の自立性」、「(4)財
源の確保」、「(5)公共性の担保としての情報発信」、「(6)
多様な主体の連携」を設定する。 
１－３．神戸市におけるまちづくり組織の概要 

 前述のとおり、神戸市では、まちづくりへの住民参加、

参画のシステムが、各行政部局によって施策ごとに構築

され、それにともないまちづくり組織が形成されてきた

経緯がある。その主なまちづくり組織について、概要お

よび根拠となる条例等について表－１に示す。 
表－１ 神戸市のまちづくり組織 

名称 概要 根拠となる条例等

まちづくり 
協議会 

・まちづくり提案の策定、まちづくり協定の締結等に
より、専ら、地区の住み良いまちづくりを推進するこ
とを目的として住民等が設置した協議会 
・このうち、要件を満たし、活動が認められた団体は、
市が認定まちづくり協議会として支援 

神戸市地区計画及
びまちづくり協定
等に関する条例
（まちづくり条
例）（1981年） 

ふれあいの 
まちづくり 
協議会 

・地域による、福祉活動や交流活動の実践、市立地域
福祉拠点施設の運営・管理（市の助成金有り）等のた
めに設置する地域団体 
・概ね小学校区単位で組織化（自治会、婦人会、老人
クラブ、民児協、青少協、PTAなどの地域団体で構成） 

神戸市ふれあいの
まちづくり条例
（1990年） 

防災福祉 
コミュニティ 

・災害対策基本法に基づく、神戸市における自主防災
組織 
・神戸市では、小学校区単位で組織化（自治会、婦人
会、老人クラブ、民児協、青少協、PTA、消防団などの
地域団体で構成） 

神戸市防災福祉コ
ミュニティ育成事
業実施要綱（1997
年） 

エコタウン 

・「環境にやさしいまちづくり」として、地域が広報、
資源集団回収、環境教育等の環境活動を実施する制度 
・概ね小学校区を単位とし、活動団体は「ふれあいの
まちづくり協議会」などが中心 

神戸市エコタウン
まちづくり支援要
綱（2001年） 

景観形成 
市民団体 

・地域の身近な都市景観の形成をはかることを目的と
した市民団体等を、景観形成市民団体として市が認定
する制度 
・同団体は、地域における市民相互による都市景観の
形成を目的とした景観形成市民協定を地域で締結し、
市が認定する 

神戸市都市景観条
例（1978年） 

パートナー 
シップ協定 

・様々 な地域課題の解決のため、地域と市が互いの役
割分担を定めた上で締結する協定 
・締結主体は「ふれあいのまちづくり協議会」などの
地域団体 

神戸市民による地
域活動の推進に関
わる条例（2004年）

 ふれあいのまちづくり協議会、防災福祉コミュニティ

に関しては、既存の地域組織を構成員とするまちづくり

組織であり、現在では全市組織化済みである。エコタウ

ン、パートナーシップ協定締結主体は、そうした地域組

織を構成員とするまちづくり組織を母体とすることが通

常である。まちづくり協議会、景観形成市民団体につい

ては、地域の課題等に沿った組織構成となる。 
 
２．アンケート調査の概要と単純集計結果 

２－１．アンケート調査の概要 

 本論文では、新しい公共の都市政策的展開研究会が平

成 22 年度に神戸市内の種々の地域活動組織を対象とし

て実施した「神戸市内の地域活動団体におけるアンケー

ト」9)結果を用いて、神戸市のまちづくり組織の特性を

明らかにする。本アンケートは、神戸市内の地域活動組

織の活動内容・運営状況等を把握することによって、各

組織の種々の状況を整理し、地域活動組織が主体となっ

た地域づくり、すなわちエリアマネジメントを促進する

ための政策提言の基礎資料とすることを目的として実施

された。 
調査対象は、ふれあいのまちづくり協議会、防災福祉

コミュニティ、まちづくり協議会、パートナーシップ協

定締結主体の４つの地域活動組織である。なお、これ以

降、ふれあいのまちづくり協議会を［ふれまち］、防災福

祉コミュニティを［防コミ］、まちづくり協議会を［まち

協］、パートナーシップ協定締結主体を［協定等］と記す。 
アンケート実施時期は 2010 年 12 月～2011 年 1 月で

ある。アンケート配布・回収方法は、［ふれまち］は区を

通じての配布、［防コミ］は郵送、［まち協］は都市計画

局地域支援室と各区役所を通じて配布し、各組織の代表

者へ回答を依頼し、原則郵送回収である。アンケートの

配布・回収状況は表－２の通りである。 
表－２ アンケートの配布・回収状況 

配布数※ 回収数 回収率（％） 
ふれまち 191 134 70.1
防コミ 191 79 41.3
まち協 38 35 92.1
協定等 3 3 100.0
合計 423 251 59.3
※ふれまち、防コミ、協定等は全数配布。まち協は全数 92

のうち、震災復興を目的に設立された組織を除外し、さら

に、認定協議会としての実績がある組織を中心に選定した。

 
 アンケートの設問は、団体の概要、組織のしくみや活

動状況等、活動の財源や人材についてであり、主に３つ
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のテーマを設定している。設問内容を表－３に示す。 
表－３ アンケートのタၥ 

１㸬 団体の概要 
名称・設立時期、団体の活動分㔝、活動のዎᶵ 
２㸬 組織のしくみや活動状況等 
会議の開ദ状況と記㘓స成の有↓、役員会（理事会）の構成（性ู、

年㱋ᒙ、人数）、役員会の平ᆒฟᖍ人数、役員会での議論の様Ꮚ。 
会議以外で広く住民のពぢを⪺くᡭẁ、࣋࢖ントの年㛫開ദ回数・参

加人数、協力者人数、広報ᡭẁ、地域内連携団体、地域外連携団体、

活動テーマの変化、テーマのぢつけ方、活動の௻画立案体制、活動の

実施・運営体制、活動の๰ពᕤኵやᨵၿ。 
３㸬 活動の財源や人材 
活動㈝用の金㢠と内ヂ、会計ฎ理ᡭ法、活動拠点施設の有↓、施設の

฼用状況、施設の௒ᚋの役割 

 

２－２．単純集計結果࠼ࡳࡽ࠿る組織ู≉ᛶ 

単⣧集計結果からみえる組織ู特性を述べる 11)。 
組織の仕組みについては、総会の議事㘓をస成し会員

に࿘▱する割合が、いࡎれの組織も㸴－㸵割を༨めてい

る一方で、役員会の議事㘓はస成して会員に࿘▱すると

いう回答は、いࡎれの組織も４－㸳割にとどまっている。

また、ࠝ まち協 はࠞ役員会の議事㘓をస成していない組織

が⣙ 1/4 みられ、その割合が㧗いことが特Ⰽである。会

議以外で広く住民のពぢを仕組みでは、［まち協］はࡰ࡯

全ての組織がពぢを⪺く仕組みがあると回答している一

方で、［ふれまち］と［防コミ］は༙数前ᚋにとどまって

おり、組織によってᕪがみられた（図－１）。 
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ᅗ－１ 組織ูពぢࢆ⪺く௙組ࡳの᭷↓ 

人材については、60 ṓ以上の役員が多い中で、［防コ

ミ］は 59 ṓ以ୗの役員のẚ率が㧗い特ᚩがある。また

役員会での議論の様Ꮚは、「ฟᖍ者がある⛬度発言して

いる」「ฟᖍ者がよく発言している」をあわせると、いࡎ

れの活動組織も㸷割を㉸えており、役員会での議論はẚ

㍑的活発ࡔといえる。活動の実施・運営体制については、

［ふれまち］は「主として地域で実施・運営」が㸴割を

༨めるが、［防コミ］と［まち協］は、「地域で自ら取り

組むものもあれࡤ、外部の支援をཷけたり依頼するもの

もある」という回答の割合が［ふれまち］とẚ㍑して㧗

く、組織によってഴ向が異なる（図－２）。 
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ᅗ－２ 組織ูάືのᐇ᪋・㐠Ⴀ 

活動について、活動の開ጞのዎᶵは、［ふれまち］と［防

コミ］は、行政からのാきかけがᅽಽ的に多いが、［まち

協］は問題等が発⏕してから行政のാきかけにより活動

を開ጞした組織が多い（図－３）。活動分㔝は、［ふれま

ち］が、福祉を中心として、地域内交流・防災、防≢、

文化・ⱁ⾡・ス࣏ーࢶ等、活動分㔝の広がりがみられる。

一方、［防コミ］は防≢と地域内交流、［まち協］はまち

づくりと地域内交流が主なもので、活動分㔝が［ふれま

ち］࡯ど広くないという特Ⰽがみられる。 

ᅗ－３ 組織ูάື㛤ጞのዎᶵ 

財源は、［ふれまち］は、事業収ධが⣙ 8 割を༨めて

おり、その኱部分が地域福祉ࢭンターの運営交௜金ࡔと

推ᐹされる。それに対して、［防コミ］と［まち協］は、

ᐤ௜・助成金（行政からの⿵助金・助成金、ᐤ௜金、㈶

助金・㈇担金の合計）が、それぞれ⣙ 8 割を༨めている。

組織によって、活動の財源が異なることが示されている。 
広報ᡭẁは、いࡎれの組織も広報⣬とᥖ示ᯈが主要な

ᡭẁであり、［まち協］は全ての組織が、［ふれまち］は

⣙㸷割が広報⣬を発行している。一方、［防コミ］は広報

⣬を発行しているのは⣙㸴割の組織である（図－４）。こ

れは、［ふれまち］が発行している広報⣬の⣬㠃を共同฼
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用している組織があるためと⪃えられる。 
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ᅗ－㸲 組織ูᗈሗ⣬Ⓨ⾜組織の๭ྜ 

地域内の௚組織との連携については、［ふれまち］は活

動分㔝が多ᒱにわたっており、連携している地域内の௚

組織の種類が多様である。［防コミ］も同様なഴ向がみら

れる。一方で、［まち協］は連携している௚組織が多くな

いが、ၟ業団体との連携が、［ふれまち］・［防コミ］とẚ

㍑して㧗いという特Ⰽがある。 
地域外の௚組織との連携は、［防コミ］が［ふれまち］・

［まち協］とẚ㍑してపい（図－㸳）。活動テーマのぢつ

け方、活動内容の௻画立案、活動の実施・運営の助言や

ᣦᑟをཷける場合の相ᡭが、いࡎれの組織も区役所等の

行政という割合が㧗い。さらに、［まち協］の場合は、助

言をཷける相ᡭが、各分㔝の専㛛ᐙであるという割合が、

௚の組織とẚ㍑して㧗くなっており、専㛛ᐙの役割の㔜

要性があらわれていた。 
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ᅗ－㸳 組織ูᆅᇦእ組織との㐃ᦠ 

 

３．ᆅᇦάື組織のエリアマネジメントຊ 

 ḟに、エリアマネジメントにᚲ要な㡯目を設定し、各

地域活動組織のエリアマネジメント力の⟬定を行い、各

組織の種類ู特性を明らかにする。 

 前ᥖのアンケートで、全ての組織が回答可能な設問の

うち、エリアマネジメントを実施する上でᚲ要な㡯目に

ヱᙜする設問を選ฟする。エリアマネジメントにᚲ要な

㡯目は、１－２で設定したエリアマネジメント組織の㸴

つの要件で、これ以降、�1�組織、�2�人材、���活動、�4�

財源、���広報、���連携と▷⦰して記す。その回答につ

いて、エリアマネジメントを実施する上でᙳ㡪が㧗いと

ᛮわれる回答の選ᢥ⫥に㧗い࢖࣏ントを設定する。有↓

の回答は 1�0と設定し、⛬度を表す３ᢥ以上の回答の選

ᢥ⫥には、１࢖࣏ントࡎつᕪをつける。各㡯目にヱᙜす

る設問の選ฟと回答࢖࣏ントの設定を表－４に示す。 

表－㸲 エリアマネジメント㡯┠とタၥのᑐᛂ㛵ಀ 
エリアマ

ネジメン

トᚲ要㡯

目 

設問 

␒ྕ 

設問の内容 回答 

 ント࢖࣏

�1�組織の

仕組み 

4�D 総会記㘓స成と࿘▱ 2�1�0 

4�E 役員会（理事会）記㘓స成

と࿘▱ 

2�1�0 

� 会議以外で広く住民のព

ぢを⪺くᡭẁ 

1�0 

�2�人材 4�� 役員会（理事会）の議論の

様Ꮚ 

4���2�1 

12 活動の「実施・運営」体制 ��2�1 

���活動 2 活動分㔝の数 10～0 

� 活動ዎᶵ ��2�1 

9 活動テーマの変化の有↓ 2�1 

1� 活動の新たな๰ពᕤኵや

ᨵၿの有↓ 

1�0 

1� 活動拠点施設の有↓ 1�0 

17 活動拠点施設の฼用状況 4～0 

�4�財源 14 自主的財源の有↓ 

（行政からの⿵助金・助成

金、事業収ධ以外の収ධの

有↓） 

1�0 

���広報 7 活動の広報ᡭẁの数 �～0 

���連携 8�1 地域内連携組織の数 14～0 

8�2 地域外組織との連携状況 2�1�0 

設問ごとに࢖࣏ントの計⟬を行い、各回答࢖࣏ントの㔜

みを平‽化するため、100 を 1 として、回答࢖࣏ントの

変᥮を行う。各㡯目࢖࣏ントは、変᥮ᚋの回答࢖࣏ント

の平ᆒ್とする。回答࢖࣏ントの変᥮と各㡯目の数್の

⟬ฟ例を表－㸳に示す。 

表－㸳 エリアマネジメント㡯┠ู࢖࣏ント⟬ฟ 

㸦ࢀࡩまち１␒のሙྜ㸧 
 設問

␒ྕ

回答PW� 

�ント࢖࣏�

኱್᭱  

回答 PW� 

 

変᥮

PW� 

㡯目ู

PW� 

�1�組織 4�D 2 2 100 8��� 

4�E 2 1 �0 

� 1 1 100 

�2�人材 4�� 4 � 7� 70�8 

12 � 2 ���7 

���活動 2 10 7 70 �8�9 

� � 1 ���� 

9 2 1 �0 

1� 1 0 0 

1� 1 1 100 

17 4 4 100 

�4�財源 14 1 1 100 100�0 

���広報 7 � � �0 �0�0 

���連携 8�1 14 8 �7�1 ���� 

8�2 2 1 �0 

 

 上記のように、アンケート対象の全ての組織について、
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ントの組織種類ูの平ᆒ࢖࣏ントを⟬ฟし、㡯目ู࢖࣏

್を求め（表－㸴）、その結果を図－㸴に示す。 

表－㸴  

組織✀㢮ู・エリアマネジメント㡯┠ู࢖࣏ント 
 (1)組織 (2)人材 (3)活動 (4)財源 (5)広報 (6)連携 

ふれまち 71.4 86.8 71.4 61.9 52.4 45.2 
防コミ 63.5 79.9 61.2 29.1 40.3 36.1 
まち協 76.2 78.1 65.5 65.7 44.6 34.6 
協定等 100.0 79.2 73.4 100.0 66.7 66.7 

 

0͘0

20͘0

40͘0

60͘0

80͘0

100͘0
1͘組織

2͘ேᮦ

3͘άື

4͘㈈※

5͘ᗈሗ

6͘㐃ᦠ 全体

ふれまち

防コミ

まち協

協定等

 

ᅗ－㸴 組織ูエリアマネジメントຊ 

図－㸴の結果より、［協定等］が、どの㡯目においても

௚の組織よりもホ౯が㧗くなっている。［協定等］は、ࢧ

ンプࣝ数が少ないため、単⣧なẚ㍑はᅔ㞴であるが、パ

ートナーシップ協定締結主体は、地域課題の解決のため、

地域と市が互いの役割分担を定め、協ാで課題解決に取

り組み、その取り組みを通じて、自律的な地域運営がで

きることを目的としていることから、エリアマネジメン

トを進める上での㸴㡯目について、ࣂランスがとれてい

ると⪃えられる。 

 さらに、アンケート対象の全ての組織のエリアマネジ

メント㡯目ู࢖࣏ントを用いて相関分析を行い（表－㸵）、

エリアマネジメント㡯目の相関関ಀをᑟきฟした。その

結果、���活動が、௚の全ての �㡯目と相関があることを

ᑟきฟした。 

表－㸵 エリアマネジメント㡯┠㛫の┦㛵ಀᩘ 
 (1)組織 (2)人材 (3)活動 (4)財源 (5)広報 (6)連携

(1)組織 1      
(2)人材 0.11 1     
(3)活動 0.34 0.14 1    
(4)財源 0.01 0.08 0.17 1   
(5)広報 0.01 0.08 0.17 1 1  
(6)連携 0.26 0.05 0.38 0.06 0.06 1 
※n=251, 有ពỈ‽ 5%。0.124101 以上で相関があるとุ定。 

 

㸲．ࢫࣟࢡ集計にࡼるᆅᇦእ組織との㐃ᦠに㛵ࡍる⪃ᐹ 

 本❶では、エリアのᯟ組みを኱きくとらえるヨみとし

て、地域外組織との連携に╔目して⪃ᐹを行う。 

 アンケートの設問㸶－２「地域外組織（኱学・1P2・௻

業・௚地域の地域組織等）との連携状況」の回答と設問

㸳「会議以外で広く住民のពぢを⪺くᡭẁについて」の

回答をクࣟス集計したとこࢁ、全体のഴ向として、広く

ពぢを⪺くᡭẁの有↓によって、地域外組織との連携の

⛬度の割合が異なることがㄞみ取れた。組織ูでは、［ま

ち協］はアンケートを回答した��協議会中��協議会が、

広くពぢを⪺くᡭẁを有しており、ᡭẁの有↓と連携⛬

度の関ಀはみられなかった。［協定等］については、アン

ケートに回答した全ての組織が広くពぢを⪺くᡭẁを有

しており、こちらもᡭẁの有↓と連携⛬度の関ಀはみら

れなかった。［ふれまち］、［防コミ］の２組織は、全体ഴ

向と同様に、広くពぢを⪺くᡭẁの有↓によって、地域

外組織との連携の⛬度の割合が異なることがㄞみ取れた

（図－㸵～㸷）。 

ᅗ－㸵 ᗈくពぢࢆ⪺くᡭẁの᭷↓�ᆅᇦእ㐃ᦠ㸦඲య㸧 
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ᅗ－㸶 ᗈくពぢࢆ⪺くᡭẁの᭷↓�ᆅᇦእ㐃ᦠ㸦ࢀࡩまち㸧 
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ᅗ－㸷 ᗈくពぢࢆ⪺くᡭẁの᭷↓�ᆅᇦእ㐃ᦠ㸦㜵࣑ࢥ㸧 

ḟに、設問㸶－２「地域外組織（኱学・1P2・௻業・௚

地域の地域組織等）との連携状況」の回答と、設問１３

29
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㐃ᦠして䛔な䛔 ↓ᅇ⟅
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「活動の新たな๰ពᕤኵやᨵၿについて」の回答をクࣟ

ス集計したとこࢁ、［ふれまち］、［防コミ］、［まち協］の

３組織について、地域外組織との連携がある組織࡯ど、

新たな๰ពᕤኵやᨵၿの取り組みをしている組織の率が

㧗いことが明らかとなった（図－10～1�）。 
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ᅗ－�� ᆅᇦእ㐃ᦠ�άືの๰ពᕤኵの᭷↓㸦ࢀࡩまち㸧 

8

15

14

1

6

22

0

0

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

䜘䛟㐃ᦠ

䛯まに㐃ᦠ

㐃ᦠなし

取組あり 取組なし ↓ᅇ⟅
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ᅗ－�� ᆅᇦእ㐃ᦠ�άືの๰ពᕤኵの᭷↓㸦まち༠㸧 

また、設問㸶－２と設問㸷「取り組ࢇでいるテーマ・

内容の変化について」の回答をクࣟス集計したとこࢁ、

［ふれまち］、［防コミ］の２組織について、地域外組織

との連携がある組織࡯ど、活動テーマが変化している組

織の率が㧗いことが明らかとなった。 

 以上より、広くពぢを⫈取すること、活動の新たな๰

ពᕤኵに取り組むこと、活動内容の変化にᰂ㌾に対ᛂす

ることといった活動の広がりに関する事᯶と連携が、ᙳ

㡪を及ࡰしあっていることをㄞみ取ることができた。ព

ぢの多様性や新たなᕤኵによる活動の変化への対ᛂによ

って、活動を持続させる可能性が㧗まると⪃えられるた

め、連携がエリアマネジメントにとって㔜要な㡯目であ

ると⪃えられる。そして、クࣟス集計結果分析を通して、

［ふれまち］と［防コミ］は、［まち協］とは異なるഴ向

を持つことが明らかとなった。 

 

㸳．おࢃりに 

㸳－１．まとࡵ 

 本論では、神戸市において㔜ᒙ的に形成されているま

ちづくり組織について╔目し、中でも市内に多く組織が

展開されている［まち協］、［ふれまち］、［防コミ］を主

に取り上ࡆ、ᑗ᮶的なエリアマネジメント組織への移行

をど㔝にྵめた分析をおこなった。 

エリアマネジメント組織としての要件として、「(1)組
織の仕組みとして主体性、透明性の確保」、「(2)幅広い人

材」、「(3)総合的な活動テーマや活動の自立性」、「(4)財
源の確保」、「(5)公共性の担保としての情報発信」、「(6)
多様な主体の連携」をᣲࡆたが、［協定等］は、いࡎれの

㡯目においても㧗いホ౯がえられており、すでにエリア

マネジメント組織としての役割を担っており、その要件

も満たしているといえよう。 

一方、［ふれまち］、［防コミ］ 、［まち協］に関しては、

エリアマネジメントの要件について、それぞれの特ᚩが

ᾋかび上がる結果となった。 

［ふれまち］は、人材、活動、広報、連携の 4㡯目に

おいて、௚ 2組織より㧗いホ౯となっており、エリアマ

ネジメントのど点からみて、全体的なࣂランスがとれて

いるといえる。とくに、人材の㠃においては௚ 2組織よ

り㧗いホ౯となっているが、これは設立の要件として、

地域内の主な地⦕組織を構成員としていることから地域

内の組織との連携が担保されており、「福祉活動や交流

活動」といったࡺるやかな目的設定もあり、活動テーマ

の広がりや幅広い人材の関わりを可能にしているのでは

ないかと⪃えられる。また、拠点施設を持つことやその

管理㈝用として一定の財源をもつことも௚の 2組織との
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኱きなᕪ異である。［防コミ］は、௚ 2組織とくらべると

全体的にホ౯がపい。テーマが㝈定的であること、⊂自

の財源をもたࡎ、地域によっては［ふれまち］のୗ部組

織として位置づけられるなど、⊂立性が担保されていな

いことによるものであると⪃えられる。［まち協］に関し

ては、組織、財源の 2㡯目において௚の 2組織より㧗い

ホ౯となっている。［まち協］に関しては、地域⊂自の課

題やᑗ᮶ീをもとに、⊂自のまちづくり提案等を、ᡭ続

きを㋃みつつおこなっていく中で、組織の主体性や公平

性が担保されているのではないかと⪃えられる。 

㸳－２．௒ᚋのᒎᮃ 

 エリアマネジメント組織への移行を⪃える上で、௒回、

まちづくり組織ごとの特性やഴ向が明らかになった。௒

ᚋ、それぞれの地域において、ಶ々のまちづくり組織の

特性を把握したうえで、地域の代表制を担いうるエリア

マネジメント組織を形成していくことがのぞまれ、現在

存在するまちづくり組織の෌⦅や連携のᙉ化など、地域

の実情にみあった方策を᳨ウするᚲ要がある。 

 ௒ᚋ、エリアマネジメントとして地域内の取組みに㝈

らࡎ、近㞄エリアとの情報交᥮、ᢡ⾪といったエリアマ

ネジメント組織㛫のネット࣡ークといったことも加えて

㔜要になると⪃えられる。௒回、エリアマネジメント組

織としての役割を担いホ౯の㧗かった［協定等］につい

て、௒ᚋ、ヲ⣽な調査を実施することでエリアマネジメ

ント組織移行へのよりල体的な要件を明らかにしていき

たいと⪃えている。 

 

㸺ㅰ㎡㸼 

本研究は、財団法人神戸都市問題研究所が主ദし、➹者らが参加した平

成21年度エリアマネジメント研究会、平成22年度新しい公共の都市政

策的展開研究会における政策提言を目的とした研究の一環として実施

したものである。事ົ局である財団法人神戸都市問題研究所をはじめ、

研究員として参画したⓙ様にឤㅰ⏦し上ࡆる。 
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